※（留意点）の欄は申請書作成において、赤枠は削除してください。
※　本様式は、令41条非該当施設を想定しています。





文  書  番  号
年    月    日

原子力規制委員会　殿


                       　　　　　　　住所　
                                     氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）



核燃料物質の使用に係る廃止措置計画変更認可申請書



[bookmark: OLE_LINK4]核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第５７条の５第３項において読み替えて準用する第１２条の６第３項の規定に基づき、別紙のとおり、核燃料物質の使用に係る廃止措置の計画の変更認可を申請します。










別　紙
 
１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名（留意点）
・最新の許可又は届出内容に基づき、記入してください。
・1．及び２．の内容を変更する場合は、原子炉等規制法第55条第2項の規定に基づく核燃料物質の使用変更届出の提出をお願いします。

氏名又は名称：株式会社〇〇
住　　　　所：〇〇県〇〇市〇〇町〇〇
代表者の氏名：代表取締役社長 規制 太郎

[bookmark: _Hlk221639692]２．工場又は事業所の名称及び所在地
工場又は事業所の名称：株式会社〇〇 ○○研究所
工場又は事業所の所在地：△△県△△市△△町△△

３．変更の内容
　　（１）（留意点）
・変更の理由は、変更の内容に対応するように記載してください。
・使用規則第６条の４に該当する使用施設等の保全上支障のない変更の場合、軽微の届出により行うことができる場合があるため、ご相談下さい。

　　（２）
　　（３）

４．変更の理由
（１）
（２）
（３）
（留意点）
・次頁以降には、「３. 変更に係る使用規則第６条の３第１項第３号から第１１号までに掲げる事項」の「別添」として、変更後の全文（変更がない箇所は従前の記載どおりの記載のもの）又は変更が生じた箇所を記載した新旧対照表のいずれかを添付してください。
・内容は、「令第41条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査基準（令和３年12月15日　原子力規制委員会）」を参考に記載してください。





